
令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧 資　料　２
施策・事業の目的，評価の観点：「１　相談及び情報収集体制の充実」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）

1 教育相談事業

子供（小・中・高校生など）、保護者、教職
員に対して専門的な立場から教育に関す
る相談を実施する。「学校生活に関するこ
と、心や身体のこと、その他進路や適性に
関すること等、個々の状況に応じて、本人
及び保護者や学校・教職員に対し、相談活
動を通して適切な支援を行う。」
各相談機関とのネットワークを構築し、相
談者の様々なニーズに対して、より適切な
支援・援助を行うための総合窓口とする。

子どもと親
のサポート
センター

・子供（小・中高校生など）、保護者、教職員に対し、
電話相談・来所相談・Eメール・FAX相談により支援・
援助を行ってきた。
・相談総数１４，５０２件のうち、いじめを主訴とする相
談件数は、電話相談が４８５件（＋２８件）、Eメール相
談が１０件（－４件）であった。来所相談では主訴が
「いじめ」の延べ件数は８件、主訴が「いじめが背景に
ある不登校」の延べ件数は８５件であった。
※（）内は昨年度比
・電話相談のうち、いじめを主訴とする相談対象者の
内訳は、幼児が６件、小学生が１９８件、中学生が１２
９件、高校生が１３３件、その他が１９件であった。
・子どもと親のサポートセンターでは、教育相談の総
合窓口として、必要に応じて学校や関係機関と連携
し、予防及び早期発見につながるよう、適切な対応を
行ってきた。

・いじめを主訴とする相談件数は、Ｅメール相談で
減少したものの、電話相談と来所相談で増加してい
る。特に相談電話については、県民、保護者、教職
員（学校）に対して、「子サポ・フリーダイヤル」が周
知されてきたと考えられる。今後も教育相談事業、
「子サポ・フリーダイヤル」に関しては更なる周知が
必要である
・子どもと親のサポートセンターの電話相談担当の
会計年度任用職員を対象に、学校におけるいじめ
の対応、捉え方について研修を行い、的確に対応
できるようにしている。
・いじめを主訴とする相談について、学校・関係機
関とのよりよい連携について今後も検討が必要で
ある。

・県民、保護者、教職員を対象としている休日開放
事業（教育相談セミナーⅠ・Ⅱ）で資料（リーフレッ
ト）を配付したり、相談事業の説明を行ったりする
等、県民、保護者、教職員への広報活動を推進し
ていくことで教育相談事業の周知徹底をする。
・教職員（学校）を通じて児童生徒、保護者への教
育相談事業内容の周知のため、教職員対象の教
育相談研修等の研修事業の際には詳しく丁寧な
説明を徹底して広報活動を行う。
・今年度より、校長・教頭の新任管理職研修におい
て教育相談の重要性を投げかけ、校内教育相談
体制の更なる構築に向けた意識の高揚を図る予
定である。
・「いじめ」が認められる主訴の相談に対しては、
保護者からの話を丁寧に聞き取り、速やかに学校
等関係機関との連携が取れるように担当相談員と
所員との報告・連絡・相談体制を確認・強化してい
く。関係機関との連携をより推進していく。

2
２４時間子供ＳＯＳダイ
ヤル電話相談

学校生活に関すること、心や身体のこと、
その他進路や適性に関すること等につい
て、児童生徒、保護者や教職員に対し、休
日・夜間を含めた２４時間の電話相談を実
施する。子どもと親のサポートセンターで平
日８時３０分～１７時１５分まで実施してい
るため、その他の時間帯は外部に委託す
る。

子どもと親
のサポート
センター

・電話相談総件数は、９，２２９件（－１７１件）で、本人
からの相談が１，８０４件であった。電話相談総件数
のうち、２４時間子供ＳＯＳダイヤルからの電話相談
は２，０１３件（＋３１５件）であった。
※（）内は昨年度比
　

・新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止のため
学校が休校した影響で、平年よりも相談件数は減っ
ているが、「子サポ・フリーダイヤル」とともに「２４時
間子供ＳＯＳダイヤル」の電話番号が児童・生徒に
周知されてきたことがわかる。
・相談事例に応じて電話対応方法を再検討し、子ど
もと親のサポートセンター担当者と委託業者間で共
通理解を図りながら対応することができた。
・多様化する相談内容への対応について、更に共
通理解を図ることが必要である。

・相談者のニーズに応じた相談事業が実施できる
よう、相談状況を踏まえて、電話相談対応マニュア
ルの見直しを行う。
・リピーターや学校への抗議（いじめ問題を含む）
等丁寧に対応していく。緊急性がある場合や個人
が特定できている場合は、必要に応じて関係機関
との連携を推進していく。
・委託業者の相談員の対応について担当者間で
毎日情報を共有するとともに、委託業者との定例
会を設け課題について協議する。

3
学校問題解決支援対
策事業

学校等が単独で解決困難な事案に対し
て、弁護士、精神科医、学識経験者等の委
員と教育庁関係課からなる「学校問題解決
支援チーム」を設置し、解決に向けて指導
助言するなど、学校等が安心して相談でき
るよう相談体制の充実を図る。
また、本事業で得られた知見を生かし事例
研究を実施することで、ノウハウの普及と
学校問題対応能力の向上を図る研修を実
施する。

児童生徒課

・本事業は、平成２２年度より運用を開始し、令和元
年度は、２件の案件について協議し、児童生徒課生
徒指導いじめ対策室を通じての相談であった。
・学校問題の未然防止・早期解決に資する若手教員
対象の研修を実施した。本研修では、学校問題対策
支援チーム専門家による「学校現場の危機管理（学
校問題解決対応能力の向上に向けて）」をテーマとし
た講演会を実施し、いじめ防止対策についても扱っ
た。
・学校の職員研修に学校問題解決支援対策事業の
担当職員を派遣する等、ノウハウの普及に努めてい
る。

・運用開始からこれまでに計４９件の案件について
協議し、学校等が単独で解決することが極めて困
難と判断された事案について、普段聞くことのでき
ない弁護士等の専門家に相談しながらその対応策
を検討し、解決に向けた指導助言を行うことで学校
や教育委員会等を支援している。解決に至るまで
の時間的な経過等は事案により様々であるが、本
事業の活用によって、以後、事案が終息に向かって
いるという報告を受けている。
・希望研修「学校問題解決支援チームに学ぶ」を実
施し、専門家からの助言指導や事例研究等を通し
て、若手教員の学校問題解決対応能力の育成を図
るとともに、本事業の周知を行っている。令和元年
度のアンケート結果では、８７．０％の参加者から
「よかった」との回答があり、「いじめ、虐待に対する
法的対応や発達障害の疑いのある子どもや保保護
者への対応について、専門家の知見を聞け、とても
有意義な研修だった。」　などの高い評価を得た。
・引き続き、学校等が本事業を活用できるよう周知
に努める。

事業の活用に向けて
・手続きの一層の簡素化
・校長会、教頭・副校長会等、機会をとらえた繰り
返しの周知
・研修の充実　　等

事案の把握に向けて
・関係課等に向けた聞き取り調査の実施
・月次調査等によるより積極的な情報収集
・研修会を通じたニーズの把握　等
上記内容に努め、初期対応に遅れが出ることのな
いよう支援を継続していく。

施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価
担当課事業概要

施策・事業等の名
称
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4 ヤング・テレホン

本部少年センター内にフリーダイヤル回線
による相談窓口（ヤング・テレホン）を設置
し、主に非行問題や犯罪被害等の悩みや
問題を抱える少年や保護者からの電話相
談を受理し、適切な助言・指導を行ってい
る。

県警本部

・令和元年中において、３４０回の相談を受理した（前
年比±０回）。

・相談受理回数が、前年と同数であり、依然高水準
である。

・広報等を通じて相談窓口についての周知を図る
ことで、利用を促し、いじめの早期発見に努める。

5

いじめ防止対策等推
進事業（千葉県いじめ
問題対策連絡協議会
の開催）

学校、教育委員会、児童相談所、法務局
又は地方法務局、都道府県警察その他の
関係者により構成する協議会を設置し、い
じめの防止等に関係する機関及び団体の
連携を図る。

児童生徒課

・千葉県教育庁及び知事部局の関係各課、市町村教
育委員会、児童相談所、千葉地方法務局、県警察本
部等の機関、弁護士、医師、心理や福祉の専門家の
職能団体等、４４の機関・団体の代表者及び会長（千
葉県教育委員会教育長）をもって構成された連絡協
議会を令和元年８月９日に開催し、各機関等によるい
じめ防止対策等、有意義な情報交換、意見交換が行
われた。またネットいじめ対策について協議した。
・担当者会議に設置した、ネット関係の機関等による
「ネットいじめ対策専門部会」を、令和元年５月１７日
及び同７月２日に開催してネットいじめ対策について
協議し、本協議会において報告を行った。その後、令
和２年１月１６日に３回目を開催し、令和元年度の各
機関等の取組予定等について情報交換した。

・会議では、各機関等がそれぞれのいじめ防止対
策を認識し合うことができ、今後のより円滑な連携
の在り方について確認することができた。また、ネッ
トいじめについて関係機関から説明があり、現状を
共有することができた。その他、協議の中では、ＳＮ
Ｓ相談についての質問があり、ツールについての共
有と周知をするｌことができた。
・参加機関等が４４と多いため、事前に各機関等の
取組をまとめた資料を作成することにより、会議の
効率化を図ることができた。
・いじめ問題の背景にある、学校の教職員の専門
性では対応しきれない様々な複雑な要因に、関係
各機関等が連携協力して対応するための、より実
効性のある協議会にしていくことが今後の継続した
課題である。
・ネットいじめに対する各機関・団体の取組につい
て、ホームページ等で周知した。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症予防
の視点から７月２７日にメールにて「いじめ問題対
策連絡協議会」を開催する。また、令和２年度も引
き続き複数回「ネットいじめ専門部会」を行い、ネッ
トいじめ対策について協議する。本連絡協議会で
は、メールにて情報交換を行い、各機関・団体の
連携を図っていく予定。
・参加機関等の取組については、事前に資料にま
とめるだけでなく配付することによって、効率化に
努める。
・今年度については、コロナいじめに対する各機
関・団体の取組についても共有を図る。
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6
道徳教育推進プロジェク
ト事業

幼・小・中・高等学校の各学校段階に応じ
てより効果的な指導を行うため、「『いの
ち』のつながりと輝き」を主題として、道徳
教育を推進することにより児童生徒の道
徳性を高めることを目的としている。

学習指導課

・県教育委員会では、小・中学校向けの道徳映像教
材「ひびけ心のリコーダー」「いつのまに・・・」「手のひ
らの小さな世界」、高等学校向けの読み物教材集「明
日への扉Ⅱ」「明日への扉Ⅲ」等によりに、いじめや
情報モラルについて考える教材を配付し、活用を図っ
ている。
・特色ある道徳教育推進校の幼稚園、小・中学校、高
等学校、特別支援学校１７校が、県作成教材等を活
用した授業研究を推進し、幼稚園、小・中学校、高等
学校で授業公開が行われ、学校種を越えた参観者が
あり、道徳性の育成を図るため、意見交換と研究協
議を行った。
・令和元年度は道徳教育懇談会を４回開催し、県独
自に策定している「道徳教育推進のための基本的な
方針」の改訂を行った。

・令和元年度の道徳教育実施状況調査によると、
県の映像教材は県内の公立小・中学校（千葉市を
除く）の約80％で年間指導計画に位置付けられてい
る。また高等学校の「道徳」を学ぶ時間では、県作
成の読み物教材集と映像教材の使用率は100%と
なっている。小・中学校における映像教材の活用率
の向上に向けて、教科化による検定教科書での指
導が中心としつつも、引き続き年間指導計画への
位置付けと活用を促していきたい。また、高等学校
も研修や学校訪問などを通して活用を促していきた
い。
・特色ある道徳教育推進校では、小学校２校、中学
校１校、高等学校３校において公開授業を実施し
た。中学校では、いじめ問題について地域の方とと
もに考える学習を展開するなど、特色ある取り組み
が見られるとともに、学校種を越えた参観、感想交
流も行われた。
・改訂した基本方針には、学習指導要領の改訂に
対応し、学習内容に「相互理解、寛容」など、いじめ
防止に資する道徳の内容項目を追加した。

・令和元年度にオリンピック・パラリンピック教育と
関連し、「思いやり、親切」「相互理解、寛容」「国際
理解」等について学習する映像教材を作成し、県
内の公立小・中・義務教育学校、高等学校、特別
支援学校に配付したので、活用を促していきたい。
・特色ある道徳教育推進校については、令和２年
度も幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学
校１７校を指定し、研究継続２年目となる研究指定
校の全校が県作成の教材等を活用した授業公開
を行う予定である。
・特色ある道徳教育推進校においての実践研究や
道徳に関する各種研修会等をとおして、各学校に
おいて「考え、議論する道徳」への質的転換を意識
した授業を展開できるよう研修等を充実させてい
く。
・改訂した基本方針をリーフレットにまとめ、県内公
立学校（千葉市を除く）の教員に配付したので、研
修会等を通じて更なる周知、活用を促していく。

7
いのちを大切にするキャ
ンペーン

児童生徒の主体的な活動や、保護者・地
域住民・青少年健全育成団体・福祉施設
等との連携による取組を通して、児童生
徒の生きる力や自分と他者との命を大切
にする心をはぐくむとともに、「いじめや暴
力行為（児童虐待、ＤＶを含む）等人権侵
害は許されない行為である。」という意識
を高めるため各学校において取り組むこ
ととしている。

児童生徒課

・いのちを大切にするキャンペーンは、すべての公立
学校（千葉市立を除く）で実施した。
・各学校では、「いじめの問題」や「命の大切さ」につ
いて児童生徒が主体的かつ真剣に考えることができ
る活動を重視して学校の実態に応じて取り組んだ。

・いのちを大切にするキャンペーンにおいて、いじめ
をテーマにした学校割合は、小学校で96％→98％、
中学校で94％→98％、高等学校で81％→77％、特
別支援学校で92％→100％と高等学校以外は、本
キャンペーンでいじめ問題を扱った割合は増加して
いる。
※高等学校については「命の大切さ」について扱っ
た学校が73％→80％に増加している。
・多くの項目で実施率が増加していることから、各学
校が実態を把握して取組んでいることがわかる。

・いのちを大切にするキャンペーンは、条例の施行
とともに、いじめ防止啓発強化月間の取組に位置
づけ、多くの学校でいじめをテーマとして取り組む
よう、各種会議で広報に努める。平成３１年度か
ら、SOSの出し方に関する教育を、県独自資料等
を活用し、いのちを大切にするキャンペーン内で、
４月中に必ず実施するよう各校へ依頼済みであ
る。（実施状況については現在調査中である）今後
も、効果的な取組事例を紹介し、内容の充実が図
れるよう努めていく。※本年度については、新型コ
ロナウイルス感染症に伴う臨時休校で実施時期の
変更を検討中である。

9
いじめ対策等生徒指導
推進事業

不登校児童生徒の早期発見・早期対応を
はじめ、より一層きめ細かな支援を行うた
め、教員や訪問相談担当教員・ＳＳＷの
研修、教育相談研修等講師紹介事業等
を通して、学校・家庭・関係機関が緊密に
連携した支援の整備に係るネットワークづ
くりを行っている。

子どもと親
のサポート
センター

・「学校支援事業」としては、所員が学校に訪問し、事
例検討会等を行い、教職員の資質・力量の向上を
図った。教育相談ネットワーク連絡協議会では、事例
検討会等を通して地域における効果的な関係機関の
連携強化を図った。
・子どもと親のサポートセンターにおいて、不登校の
子供に対して、異年齢によるグループ活動により社
会性を高める「サポート広場」等を実施し、社会的自
立に向けた支援をするとともに、保護者に対しては、
発達に即した子供の理解を深め効果的な支援の在り
方を考える懇談会やセミナーを開催した。

・「学校支援事業」においては、教職員の資質・力量
の向上に努め、効果を上げている。相談内容とし
て、福祉的な対応や特別支援を必要とする事例が
増加している。
・子どもと親のサポートセンターで開催する事業は
参加者から良い評価を得ている。しかし遠方の子供
や保護者は参加しにくいとの声がある。

・今後は、県内各地で児童生徒や保護者を支援で
きる体制づくりと、市町村教育委員会等との連携を
更に充実させる。
・福祉関係機関（児童相談所・市町村福祉担当課
等）とのネットワークの構築や、総合教育センター
特別支援教育部との連携支援を充実させる。
・「進路選択サポートセミナー」の地域開催の充実
を図り、進路選択に関する情報発信の場を広げ
る。

担当課
施策・事業の目的、評価の観点に基づく自己評価

施策・事業等の名称 事業概要
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令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的、評価の観点：「２　予防及び早期発見」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）
担当課

施策・事業の目的、評価の観点に基づく自己評価
施策・事業等の名称 事業概要

10
不登校児童生徒支援事
業

不登校児童生徒及び保護者等への適切
な対応と支援を行う。また、これら不登校
児童生徒及び保護者の居場所づくりや進
路等に関する情報提供を行う。

児童生徒課

・令和元年度は１２５校（中学校１２４校、小学校１校）
を不登校対策推進校として指定した。校内の不登校
児童生徒支援教室へは、１１０９名（１校当たり平均
８．９名）の児童生徒が通室しており、その内、１７０名
（平均１．３名）の児童生徒が原籍学級へ復帰するこ
とができた。復帰率は１５．３％であった。
・平成３０年度に新規に指定された不登校対策推進
校を中心に学校訪問をし、不登校児童生徒支援教室
の運営状況について、把握に努めた。
・「地区不登校等対策拠点校」を１２校指定し、「地区
不登校等児童生徒サポートセンター」を設置した。訪
問相談担当教員１２名が、家庭訪問等を通じて不登
校等の児童生徒とその保護者等に対して、学校復帰
を目指すための相談・援助を実施した。相談・援助を
行った件数は延べ９，４９１件、電話対応は延べ７，３
００件で、そのうち４５９件が好転した。

・不登校対策推進校のうち７４校において、不登校
児童生徒が、原籍学級に復帰できた。しかしなが
ら、５１校においては、原籍学級への復帰できてい
ない現状がある。
・１校当たり平均利用者数は、８．９名であり、利用
者数の増加により、教室の学習環境の確保等が課
題となっている学校があった。
・不登校児童生徒が不登校児童生徒支援教室へ登
下校する際、他の生徒の目に触れないような配慮
をするなどの各学校での運営上の工夫が、不登校
対策推進校の訪問によって確認された。また、教室
内には学校行事の予定や時間割などが掲示されて
おり、原級学級との関わりが途切れないような工夫
がされていた。
・相談担当教員一人当たりの携わる件数が多く、十
分な対応が難しい場合がある。

・令和２年度から、不登校対策推進校を不登校児
童生徒支援推進校と名称を変更し、より一層の不
登校児童生徒の支援の充実を図る。
・教育事務所と連携し、不登校児童生徒支援推進
校の不登校児童生徒支援教室の活用状況を把握
する。その結果を分析し、広めることでより効果的
な活用を促す。
・教育事務所ごとに行われるケース会議等を通し
てスーパーバイザーやスクールソーシャルワー
カーと訪問相談担当教員が情報共有し、関係機関
との連携を深めることで、支援を希望する学校、児
童生徒とその家庭に対して適切に対応できる環境
づくりをさらに進めていく。

ｑ
スクール・サポーター制
度

スクール・サポーターは、「小学校、中学
校、高等学校及び特別支援学校の児童
生徒を対象とした非行防止や立ち直り支
援、学校における児童生徒の安全の確
保」などを目的とし、主として、非行問題等
を抱える学校からの要請に基づいて派遣
し、「教職員に対する生徒指導や健全育
成に係る助言」、「学校が実施する学校内
外のパトロール活動への支援」など、学校
への支援活動を行っている。

県警本部

・学校派遣活動においては、２０校の中学校へスクー
ル・サポーターを派遣した（前年度比＋５校）ほか、非
行防止教室、学校訪問活動等の各種支援活動を実
施した。

・問題解決の長期化や小学校からの要請があるな
ど、学校からの派遣要請が増加しているため、いじ
め問題を含めた問題を抱えた学校への支援体制を
拡充する必要がある。

・関係部局の理解を得ながらスクール・サポーター
の増員を図り、いじめ問題を含め問題を抱えた学
校への支援活動を行っていく。
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12
SOSの出し方に関する教
育の実施

自殺総合対策大綱の中で、学校が推進
すべき教育内容として、「ＳＯＳの出し方に
関する教育」が示されており、各学校で
SOSの出し方に関する教育を実施するこ
とで、児童生徒が、危機に直面した際、援
助希求行動がとれ、適切な相談機関に相
談ができるように促す。

児童生徒課

・県独自指導資料を一部改訂し、４月に県内全公立
学校（千葉市を除く）へ活用を依頼した。
・夏季休業日前の７月と夏季休業明けとなる８月に、
県内全公立学校（千葉市を除く）へ各学校の実態に
合わせて活用を依頼した。
・６、７、８、１２月に「悩んでいるあなたへ」（相談窓口
の連絡先を記載したレジュメ）を県内全公立学校児童
生徒へ配付した。
・指導資料について、１１月に中高生を対象とした動
画データを作成し、県内の公立中高等学校に活用を
依頼した。

・SOSの出し方に関する授業について、指導資料を
作成したことで、各学校での指導の充実を図れたと
考える。

・今後、より学校の実態に合わせて指導資料の改
訂を図る。

・いじめ防止啓発強化月間の４月が臨時休校で
あったため、学校再開後速やかに実施できるよう、
千葉市を除く全校でＳＯＳの出し方に関する教育
の実施を依頼し、全県でＳＯＳを出す機運を高め
る。
・指導資料についてもスクールカウンセラースパー
バイザー会議で協議した事項を踏まえ、改定を行
い、各学校へ通知する。

再掲
1

教育相談事業

子供（小・中・高校生など）、保護者、教職
員に対して専門的な立場から教育に関す
る相談を実施する。「学校生活に関するこ
と、心や身体のこと、その他進路や適性
に関すること等、個々の状況に応じて、本
人及び保護者や学校・教職員に対し、相
談活動を通して適切な支援を行う。」
各相談機関とのネットワークを構築し、相
談者の様々なニーズに対して、より適切
な支援・援助を行うための総合窓口とす
る。

子どもと親
のサポート
センター

・子供（小・中高校生など）、保護者、教職員に対し、
電話相談・来所相談・Eメール・FAX相談により支援・
援助を行ってきた。
・相談総数１４，５０２件のうち、いじめを主訴とする相
談件数は、電話相談が４８５件（＋２８件）、Eメール相
談が１０件（－４件）であった。来所相談では主訴が
「いじめ」の延べ件数は８件、主訴が「いじめが背景に
ある不登校」の延べ件数は８５件であった。
※（）内は昨年度比
・電話相談のうち、いじめを主訴とする相談対象者の
内訳は、幼児が６件、小学生が１９８件、中学生が１２
９件、高校生が１３３件、その他が１９件であった。
・子どもと親のサポートセンターでは、教育相談の総
合窓口として、必要に応じて学校や関係機関と連携
し、予防及び早期発見につながるよう、適切な対応を
行ってきた。

・いじめを主訴とする相談件数は、Ｅメール相談で
減少したものの、電話相談と来所相談で増加してい
る。特に相談電話については、県民、保護者、教職
員（学校）に対して、「子サポ・フリーダイヤル」が周
知されてきたと考えられる。今後も教育相談事業、
「子サポ・フリーダイヤル」に関しては更なる周知が
必要である
・子どもと親のサポートセンターの電話相談担当の
会計年度任用職員を対象に、学校におけるいじめ
の対応、捉え方について研修を行い、的確に対応
できるようにしている。
・いじめを主訴とする相談について、学校・関係機
関とのよりよい連携について今後も検討が必要で
ある。

・県民、保護者、教職員を対象としている休日開放
事業（教育相談セミナーⅠ・Ⅱ）で資料（リーフレッ
ト）を配布したり、相談事業の説明を行ったりする
等、県民、保護者、教職員への広報活動を推進し
ていくことで教育相談事業の周知徹底をする。
・教職員（学校）を通じて児童生徒、保護者への教
育相談事業内容の周知のため、教職員対象の教
育相談研修等の研修事業の際には詳しく丁寧な
説明を徹底して広報活動を行う。
・今年度より、校長・教頭の新任管理職研修におい
て教育相談の重要性を投げかけ、校内教育相談
体制の更なる構築に向けた意識の高揚を図る予
定である。
・「いじめ」が認められる主訴の相談に対しては、
保護者からの話を丁寧に聞き取り、速やかに学校
等関係機関との連携が取れるように担当相談員と
所員との報告・連絡・相談体制を確認・強化してい
く。関係機関との連携をより推進していく。

再掲
2

２４時間子供ＳＯＳダイヤ
ル電話相談

学校生活に関すること、心や身体のこと、
その他進路や適性に関すること等につい
て、児童生徒、保護者や教職員に対し、
休日・夜間を含めた２４時間の電話相談を
実施する。子どもと親のサポートセンター
で平日８時３０分～１７時１５分まで実施し
ているため、その他の時間帯は外部に委
託する。

子どもと親
のサポート
センター

・電話相談総件数は、９，２２９件（－１７１件）で、本人
からの相談が１，８０４件であった。電話相談総件数
のうち、２４時間子供ＳＯＳダイヤルからの電話相談
は２，０１３件（＋３１５件）であった。
※（）内は昨年度比
　

・新型コロナウィルス感染症の感染拡大防止のため
学校が休校した影響で、平年よりも相談件数は減っ
ているが、「子サポ・フリーダイヤル」とともに「２４時
間子供ＳＯＳダイヤル」の電話番号が児童・生徒に
周知されてきたことがわかる。
・相談事例に応じて電話対応方法を再検討し、子ど
もと親のサポートセンター担当者と委託業者間で共
通理解を図りながら対応することができた。
・多様化する相談内容への対応について、更に共
通理解を図ることが必要である。

・相談者のニーズに応じた相談事業が実施できる
よう、相談状況を踏まえて、電話相談対応マニュア
ルの見直しを行う。
・リピーターや学校への抗議（いじめ問題を含む）
等丁寧に対応していく。緊急性がある場合や個人
が特定できている場合は、必要に応じて関係機関
との連携を推進していく。
・委託業者の相談員の対応について担当者間で
毎日情報を共有するとともに、委託業者との定例
会を設け課題について協議する。

再掲
4

ヤング・テレホン

本部少年センター内にフリーダイヤル回
線による相談窓口（ヤング・テレホン）を設
置し、主に非行問題や犯罪被害等の悩み
や問題を抱える少年や保護者からの電話
相談を受理し、適切な助言・指導を行って
いる。

県警本部

・令和元年中において、３４０回の相談を受理した（前
年比±０回）。

・相談受理回数が、前年と同数であり、依然高水準
である。

・広報等を通じて相談窓口についての周知を図る
ことで、利用を促し、いじめの早期発見に努める。
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児童生徒課

・各教育事務所の生徒指導担当指導主事の会議を
５回、公立高等学校の生徒指導主事の協議会を２回
開催し、県のいじめ防止対策推進条例や千葉県いじ
め防止基本方針の改定内容の説明等を行った。各
学校のいじめ防止対策がさらに充実するように努め
た。

・各市町村教育委員会の学校人権教育担当者、公
立幼稚園・認定こども園・小学校・中学校・義務教育
学校・高等学校の人権教育担当者、各教育事務所
の学校人権教育担当指導主事等を対象とした各種
学校人権教育研究協議会等を開催した。

・県いじめ防止基本方針の改定について周知する
ことにより、各学校のいじめ対策のさらなる充実に
資することができた。また、公立高等学校の生徒指
導主事を集めた協議会では、情報モラル教育につ
いての講話を実施し、ネットいじめに対する各学校
の取組や具体的な事例への対応について、参加
者が理解を深めることができた。
・県いじめ防止基本方針を踏まえた、学校いじめ防
止基本方針の見直しを推進し、いじめの認知、学
校の指導体制の点検・整備など、いじめ防止対策
についての理解を、より一層深める必要がある。

・学校人権教育の推進目標及び重点事項の啓発
や喫緊の人権課題についての情報を共有するな
ど、学校人権教育の全県的な推進を図った。
・「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法
律」や「本邦外出身者に対する不当な差別的言動
の解消に向けた取組に関する法律」及び「部落差
別の解消の推進に関する法律」といった人権教育
に係る法律が出されている。「障害者」「外国人」
「同和問題」等が学校の中でも喫緊の課題になって
おり、偏見や差別によるいじめが発生しないよう学
校としての組織的な取組をより一層推進していく必
要がある。

・各協議会において、いじめ問題の対応力を高め
るため、いじめ重大事態の事例を踏まえた具体的
なテーマ等を設定するなどして、協議内容の一層
の充実を図る。
・インターネット関係の問題行動が増加しており、
生徒・職員及び保護者を対象とした研修など、各
学校で成果をあげている取組や、関係機関との連
携について、積極的に情報を共有・交換する場を
設けていきたい。

・管理職や人権教育担当者に対し、人権感覚を高
めるためのワークショップや参加体験型の実践的
な人権教育の研修や様々な喫緊の人権課題に応
える研修のより一層の充実を図る。
・学校人権教育の推進目標及び重点事項の啓発
や喫緊の人権課題について、伝達講習等をとおし
て各学校に共通理解を図る。
・義務教育の段階における普通教育に相当する
教育の機会の確保等に関する基本指針を受け、
不登校児童生徒に対する効果的な支援の推進が
図られるよう、状況の把握に努めるとともに、組織
的・計画的な支援として「チーム学校」体制の整備
を推進する。

特別支援教
育課

・特別支援学校生徒指導主事連絡協議会を年２回
（6/6．11/7）実施し、特別支援学校における生徒指
導上の課題等の協議及び情報交換及びいじめ防止
対策の推進についての周知を図った。加えて学校警
察連絡制度やネットパトロールについての講話、特
別支援学校における生徒指導についての実践発表
等、各学校の喫緊の課題についての参考となる内容
の研修を行い、生徒指導主事の資質向上を図った。
・「千葉県いじめ防止基本方針」をもとに、各学校の
「学校いじめ防止基本方針」の見直し、いじめ防止対
策の着実な取組を組織的に機能させることを促し
た。
・児童生徒への出前授業や職員研修などに活用でき
る関係機関の一覧（学習指導課とりまとめ）を配付
し、「スマートフォン・SNSに関するトラブルと対策」等
の情報モラルについて、各学校で生徒指導の充実
が図られるよう指導した。

・特別支援学校生徒指導主事連絡協議会におい
て、各学校の喫緊の課題について協議することで、
具体的な対応策等の情報共有につながり、参加者
の理解を深めることができた。
・特別支援学校の高等部においては、ネットトラブ
ルや性に関する生徒指導上の課題が増加してお
り、今後も引き続きもこうした課題への対応力を高
める必要がある。
・各学校のいじめの認知、指導体制の点検・整備な
ど、いじめ防止策についての理解を、より一層深め
る必要がある。

・特別支援学校生徒指導主事連絡協議会におい
て、引き続き喫緊の課題に関する協議や、最新情
報の提供を通して、各学校のいじめ対策を含めた
生徒指導のより一層の充実が図られるよう指導す
る。
・いじめ等の案件に関しては、早期解決が図られ
るように、警察等の関係機関との連携を密にする
こと、組織的・計画的な支援体制を整備することな
ど各学校の対応力が高まるように指導する。

施策・事業の目的、評価の観点に基づく自己評価

13

各種会議等の開催（指導主
事会議、生徒指導連絡協議
会、学校人権教育研究協議
会、特別支援学校生徒指導
主事連絡協議会）

各教育事務所の生徒指導担当指導主事
や県立学校の生徒指導主事及び人権教
育の担当教諭等を招集し、定期的な会
議を実施して、事例研究や最新の情報
の共有等を行う。

担当課施策・事業等の名称 事業概要

6 ページ



令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的、評価の観点：「３　人材の確保及び資質の向上」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）
施策・事業の目的、評価の観点に基づく自己評価

担当課施策・事業等の名称 事業概要

（情報モラル教育への講師派遣）
教職員のインターネットに関する知識の
習得、道徳教育をとおした情報モラル教
育の効果的な指導方法を身に付けること
や、児童生徒及び保護者への情報モラ
ルの啓発を目的として、各学校等で実施
する情報モラル教育研修・講演に講師を
派遣する。

児童生徒課

・県立学校１２校、市町村立小・中学校及び教育委
員会等６９校、合計８１校で研修を実施した。
・受講者数は、講演が13,737名、研修は943名であっ
た。

・教員研修では、児童生徒の話合い活動を中心と
した学習活動を展開するすることによって、一部の
専門知識をもった教員だけでなく、どの教員で、指
導できる授業力を身に付けさせることができた。
・児童生徒及び保護者を対象とした、講演では、話
合い活動を中心に進めたため、主体的かつ意欲的
に取り組んでいた。また、自らが状況を的確に判断
し、情報モラルを身に付ける必要性を実感させるこ
とができた。

・講師派遣対象校数を増加するとともに、派遣対
象校を、小・中・義務教育・高等学校に新たに特別
支援学校を加える（県立学校３０校、市町村立学
校７０校、合計１００校）。
・研修及び講演会の内容を充実させる。

（総合教育センターの研修事業）
・初任者研修、経験者研修、新任校長研
修、新任教頭研修、教務主任研修等で
いじめの問題を扱っている。
・中堅教員サポート塾という研修事業で、
「いじめ対応について」という主題で研修
を行っている。
・初任者研修や教育情報化推進リーダー
養成研修で情報モラルについての研修
を行い、メディア教育指導者研修等でも
SNSによるトラブル事例やネットいじめ防
止について扱っている。

総合教育セ
ンター

・いじめ防止について取り上げた研修は２４事業であ
り、研修参加者は５，６０５名であった。その中で、い
じめに特化した研修が実施されたのは１７事業であ
り、研修参加者は３，５４２名であった。初任研、５年
研等のライフステージ研修に加え、新任校長研、新
任教頭研及び教務主任研修で、いじめに特化した研
修を取り入れ、各層で経験に応じた研修に努めた。
具体的にはいじめへの対応、未然防止、人間関係づ
くり等の講話・協議・事例演習を行った。
・学校運営の中核を担うミドルリーダーとしての資
質、能力の向上を図るために実施している休日開放
事業では、令和元年度もいじめ対応についての研修
を行った。
・学校支援事業（情報モラル関係）として、県内小学
校の研修会講師として児童・生徒、教職員、保護者
219名に指導助言を行った。
・情報モラル研修は初任研の対象者全員に対し、
SNS利用で気を付けることなどをテーマに教材を利
用した実践的な研修を実施した。また，教育情報化
推進リーダー研修やメディア教育指導者研修でも項
目として取り上げた。

・いじめ対応の研修参加者の前期層（経験１年～１
０年）の教員の割合は約８０％を占めている。学級
担任として、広くいじめを見抜く力量を高める視点
での研修により、いじめの早期発見に成果を挙げ
ることができている。研修成果を校内研修等の場を
活用して周知し、共有していくことが必要である。
・研修後に、「組織として対応することや未然防止
の大切さがわかった」などの声が多く寄せられ、い
じめの未然防止の大切さ、いじめ対応の仕方など
の理解へとつながった。
・ネットいじめ防止については、平成２８年度調査研
究事業として、「生活を豊かにするSNS利用に関す
る指導法の研究」でSNS提示ツールを開発し、授業
での活用を進めるための指導モデルプランや利用
教材などを含めたパッケージとして総合教育セン
ターのウェブサイトからダウンロードして利用ができ
る状態になっている。

・アンケート結果から、講義形式と併せて実践事
例を中心としたグループ討議を入れた演習等を多
く取り入れていくことにより、研修全体の質の向上
を図っていく。　特に後期層の研修参加者には、
広く保護者や地域で研修内容を還元していくよう
に周知し、いじめ防止への取組を強化していく。
・教職経験６年目までの若手教員を対象にした研
修事業から教職経験７年から２０年までの中堅、
ベテラン教員を対象にした研修事業で、いじめ問
題に関する内容の研修を取り上げ、いじめ防止の
取組の充実、教職員の指導力の向上を図ってい
く。
・平成２８年度の「SNS利用に関する指導モデルプ
ラン」（「SNS提示ツール」など利用教材などを含め
たパッケージ）として総合教育センターのウェブサ
イトからダウンロードして利用ができる状態になっ
ている。今後は、更なる活用を目指し、周知、共有
していくことが必要である。

研修事業14
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（子どもと親のサポートセンターの研修事
業）
生徒指導リーダー育成研修や教育相談
基礎研修・上級研修・教育相談コーディ
ネーター養成研修において、いじめ問題
をテーマに具体的な事例検討を行うなど
の研修を実施している。

子どもと親
のサポート
センター

・いじめを予防する手立てとして、構成的グループエ
ンカウンター等を学ぶ機会を設定し、学校現場での
集団づくりに役立つ研修を実施した。
・いじめが起こってからの事後対応を学ぶだけでは
なく、いじめを未然に防ぐことに重きを置いた研修内
容を実施した。
・いじめ防止対策推進法を生かす教育相談体制づく
りについての研修を実施した。

・より幅広い視点からいじめを理解できる研修を企
画した。
・いじめの構造について具体的な事例から学べる
研修を実施した。被害者や加害者のその後を追
い、それぞれの心境を手記を通して考える研修
は、受講者の学びとなった。

・問題解決型の研修内容から、開発・予防的な視
点での研修を増やし、担当者と講師の打ち合わせ
を綿密にしながら受講者のニーズにあった研修を
企画、運営する。

（いじめ防止対策研修会及び児童生徒の
自殺予防対策研修会）
いじめ問題の理解、いじめの未然防止、
早期発見、迅速かつ適切な対応につい
ての研修を実施するとともに、いじめ問
題に組織で対応するための資質の向上
を図る。また、いじめの未然防止や早期
発見に向けた有効な活動の実践例をもと
に研修を行い、いじめの重大事態を防止
するために学校職員と連携した対応の在
り方を習得する。
児童生徒の自殺予防に必要な基礎的知
識の習得と理解を図るとともに、児童生
徒の自殺に係る事後対応について、適
切な対応に必要な知識の習得と理解を
図り、各学校において児童生徒の自殺予
防対策の推進者としての資質の向上を
図る。

子どもと親
のサポート
センター

・令和元年度は、千葉市を除く公立の全小・中・義務
教育・高等・特別支援学校等の生徒指導担当の教
諭を対象に、県内６会場に分けて実施した。県の施
策説明、大学教授等の講演、さらに県スクールカウ
ンセラースーパーバイザーの話やいじめ問題に取り
組む先進校の発表等を行った。

・いじめ防止対策推進法や県いじめ防止対策推進
条例に基づく、学校での具体的な対策方法や危機
管理の在り方について、各学校のいじめ防止等の
対策として活躍が期待できる教育相談担当を対象
に説明する機会ができたことで、いじめを積極的に
認知し、早期に解決するという考え方を浸透させ
た。

・令和２年度は、５年間の研修が終了したいじめ
問題対策リーダー養成集中研修と合わせて、いじ
め問題に対処する力を育成するための後継研修
として、スクールロイヤーを講師として「いじめ・児
童虐待の法的対応」について学ぶ研修を組み込
む。

（いじめ問題対策リーダー養成集中研
修）
各学校のいじめ問題への対応力を高め
るため、いじめの未然防止、早期発見、
早期の適切な対応について、必要な知
識、技術、マネジメント力を実践的な講義
と演習により育成し、問題の解決に向け
た判断力と行動力を発揮する指導者を
集中的に養成する。

子どもと親
のサポート
センター

・県立鴨川青年の家において，2泊3日の研修を実施
した。研修には、県内の小・中・高等・特別支援学校
の教員２３５名が参加し，いじめの未然防止、早期発
見、早期解決に関する講義や演習などを集中的に
行った。

・研修では、専門的な知見を有する大学教授等の
多彩な講師陣から講義を受け、その後、テーマをも
とに、班別協議を行う参加型の研修形態を重視し
た。
・宿泊の中で、異校種、他地域の教職員との交流
が図られた。
・班別協議の班編成や人数を工夫したことで、活発
な意見交換がなされ、協議も深まった。

・平成２７年度から５年間で、千葉市を除く全公立
小・中・義務教育・高等・特別支援学校の教職員
が参加した。令和元年度の研修をもって終了。
・令和２年度にむけて、いじめ防止対策研修会及
び児童生徒の自殺予防対策研修会と合わせた後
継研修を計画する。

15 教育相談等講師紹介事業

生徒指導上の諸課題解決のために、教
職員や保護者及び教育関係者が発達に
即した子供理解を深め、子供との関わり
方の学びを支援することを目的として、学
校等が行う生徒指導、教育相談及び家
庭教育に関する研修会等に講師を紹介
する。

子どもと親
のサポート
センター

・専門的な知識や技能をもった大学教授、精神科
医、民間人、スクールカウンセラー等、６１名が講師
として登録している。
・令和元年度は２４件の活用があり、教職員の研修、
事例検討会等に活用された。

・本事業の前身である「スクールアドバイザー事業」
に比べ、実績は大きく減少している。学校等が、昨
年度と同じ講師を依頼する場合に、本事業を利用
しないことが考えられる。また、本事業に予算がつ
いていないないにもかかわらず、翌年の講師登録
に係る経費等が一定額必要となっていること等か
らも、令和２年度の利用状況によっては、事業の継
続について検討する必要がある。

・平成３０年度末をもって廃止となったスクールア
ドバイザー事業の後継として、講師の紹介等を継
続的に行っていく。（予算はついていない）

16
いじめ・不登校等生徒指導
の充実のための教員加配、
非常勤講師の配置

いじめ・不登校等の問題行動に対応し、
学校における生徒指導の充実を図ること
を目的として、教員の加配、非常勤講師
の配置を行う。

教職員課

・令和元年度は、国から措置される定数と県単独の
定数を活用して、いじめや不登校など、児童生徒の
問題にきめ細かな対応をするための教員を、全学校
種で３０３名を配置した。また、生徒指導の充実を図
るための非常勤講師を状況に応じて適宜配置した。

・適応指導教室指導員や担当教員、加配教員、担
任がより密接に連携することで、継続的な指導に
努め、問題を抱える児童生徒の状況改善に努めて
いる。
・人的措置について、各市町村からあがってくる要
望数のすべてには応じきれていない。

・教職員定数は、国が措置することが基本である
ことから、今後も、様々な機会を通じて、国に定数
改善の要望をしていく。

14 研修事業
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17
特別非常勤講師配置事業
（臨床発達心理士等含む）

特別支援学校では、児童生徒の障害の
重度・重複化、多様化が顕著であるた
め、一人一人の教育的ニーズに対応した
適切で、専門的な支援・指導の一層の充
実が必要である。教員免許状は有しない
が、各種分野において優れた知識や技
術を有する社会人から指導・支援、心理
的なケアを受けられるよう、特別非常勤
講師として特別支援学校に配置し、教科
の一部又は自立活動を担当し、指導と評
価を行っている。

特別支援教
育課

・令和元年度は、３１校に５９名の理学療法士、作業
療法士、言語聴覚士、臨床心理士等の専門家を配
置し、専門的な立場から、自立活動等に関する指
導、評価を得て、一人一人に応じてより適切な指導
支援につなげるとともに、教員の専門性の向上を
図った。

・５９名のうち、臨床心理士４名、臨床発達心理士４
名を配置したことにより、心理的なケアが必要とさ
れる児童生徒へのかかわり方について、専門的な
指導助言を受け、教職員の知識や指導力の向上
につなげることができた。

・教職員の専門性の向上に向け、専門家の配置
をした学校は継続し、配置をしなかった学校につ
いては、事業の周知と配置した学校での具体的な
指導・支援について、情報共有を図っていく。
・いじめの案件が上がった時の児童生徒の心理
的なケアのために、県精神保健福祉センターや県
子どもと親のサポートセンターなどの機関と連携し
て対応していけるように学校に周知していく。

18
いじめ防止対策等推進事業
（スクールカウンセラーの配
置）

いじめや不登校等の問題行動に対応し、
学校におけるカウンセリング機能の充実
を図ることを目的として、心理臨床の専
門家をスク－ルカウンセラー（ＳＣ）として
学校に配置する。

児童生徒課

・千葉市を除く全公立中学校（３２１校）及び県立高等
学校８０校のスクールカウンセラー配置に加え、問題
行動等の低年齢化に伴う小学校への対策として、ス
クールカウンセラーを１５０校、教育事務所等に１１名
を配置した。また、中学校重点校として５校(各教育
事務所管内に１校ずつ)は、スクールカウンセラーを
週２日配置とした。高等学校においては、グループ
化を図り、未配置校への対応をしやすくした。

・スクールカウンセラー配置校においては、教育相
談体制をより一層充実させることができ、児童生徒
のカウンセリングや、保護者からの相談に対する
助言・援助、また教職員への助言・援助などによ
り、問題行動等の早期発見や早期対応に向け、ス
クールカウンセラーは効果的に機能している。
・小学校は配置校数が少なく、各自治体独自配置
のスクールカウンセラー等の配置状況により教育
相談体制の充実度に地域差がみられる。
・中学校・高等学校は相談数が多く、配置時数の中
で職員への連絡等に充てる時間の確保が難しい。
・高等学校の未配置校については、グループ化を
活用しているものの相談の機会を得にくい状況が
続いている。
・スクールカウンセラーの人材確保については、地
域による格差が見られる。

・小学校配置を１５０校を維持する。地域の状況を
考慮しながら、配置事業の効果の検証を踏まえつ
つ、今後もスクールカウンセラーの配置の充実を
図っていきたい。
・高等学校においては、問題行動等を多く抱える
学校に配置し、未配置校に対しては、ペアの配置
校を設置した。ペアの配置校からの派遣として、
月１回程度、年間１０回の継続的な派遣を行うこと
で、教育相談体制の充実に努めていく。
・小中学校及び高等学校においてスクールカウン
セラーの配置時数の拡充及び人材の確保、適性
配置に努めたい。

19
スクールカウンセラー配置校
（私立学校）への支援

いじめや不登校等について児童生徒、保
護者、教員の抱える悩みを受け止め、
個々の事案について適切に支援・対応す
るために、私立学校における教育相談体
制を整備する。従来の学校におけるカウ
ンセリング等の機能の充実を図るため
に、学校の養護教諭の他に外部の専門
性をもった臨床心理士などの児童生徒
の内面的な問題に関する専門家を「ス
クールカウンセラー」として配置し、教育
相談体制を整備し支援機能の充実を図
る。

学事課

・スクールカウンセラーを配置している私立小・中・高
等学校に対して補助金を交付し、校内教育相談体制
の充実を図った。私立学校６２校に対して３４，３９６
千円を交付した。

・いじめや不登校等について、学校側の初期対応
が不十分なため、事態が悪化する場合がある。そ
のため、教育相談体制を構築し、スクールカウンセ
ラーの活用をさらに促す必要がある。

・定期的に事業の活用を周知するとともに、不登
校児童生徒支援チーム等関係事業についても周
知する。

20
いじめ防止対策等推進事業
（スクールソーシャルワー
カーの配置）

問題を抱える児童生徒の置かれた環境
への働きかけを支援するスクールソー
シャルワーカー（ＳＳＷ）を配置している。

児童生徒課

・令和元度は、小中学校に１８校、高校に２１校（地域
連携アクティブスクール４校含む）計３９校に配置し
た。また、９月より、虐待に対応するための緊急対策
としてさらにスクールソーシャルワーカーを５名増員
し、各教育事務所に１名ずつ配置した。
・スクールソーシャルワーカーは、各学校等の求めに
応じて、問題を抱えた児童生徒に対し、児童生徒が
置かれた環境の問題への働きかけや関係機関等の
連携・調整を行った。具体的には、ケース会議で福
祉的な立場からの支援方法を提案したり、関係機関
を訪問し連携できる内容を確認した。

・学校だけでは解決困難な問題や、児童生徒の家
庭に係る課題が複雑化しており、スクールソーシャ
ルワーカーの活用が今まで以上に図られるように
なった。
・スクールソーシャルワーカーの活動範囲が広く、
支援対象となる学校数も多い。今後、更なる配置
の充実を図る必要がある。

・スクールソーシャルワーカーを有効に活用する
ために、今後も具体的な活用例などを紹介するな
どして、学校等への周知を工夫していく。
・課題を持った児童生徒に対して適切かつ迅速に
対応するためにスクールソーシャルワーカーの配
置の充実に努めたい。
・令和２年度は、臨時休業明けに悩みやストレス
を抱える児童生徒が増加することが想定されるた
め、学校再開後の１カ月に配置日数を増加し、重
点的に配置した。

9 ページ



令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的、評価の観点：「３　人材の確保及び資質の向上」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）
施策・事業の目的、評価の観点に基づく自己評価

担当課施策・事業等の名称 事業概要

21
地域連携アクティブスクール
の設置（スクールソーシャル
ワーカーの配置）

「県立学校改革推進プラン」に基づき、地
域の教育力を活用して自立した社会人を
育成する地域連携アクティブスクールに
社会福祉等の専門的な知識・技術を用
いて、生徒の相談に応じるとともに関係
機関と連携した援助を行うスクールソー
シャルワーカーを配置し、きめ細かな支
援体制を整備する。

児童生徒課

Ⓠ ・様々な困難を抱えた生徒に対して、スクールソー
シャルワーカーの配置によりきめ細かな校内体制
の充実が図れている。

・地域連携アクティブスクールの設置校へのス
クールソーシャルワーカー継続配置に努めたい。

再掲
3

学校問題解決支援対策事業

学校等が単独で解決困難な事案に対し
て、弁護士、精神科医、学識経験者等の
委員と教育庁関係課からなる「学校問題
解決支援チーム」を設置し、解決に向け
て指導助言するなど、学校等が安心して
相談できるよう相談体制の充実を図る。
また、本事業で得られた知見を生かし事
例研究を実施することで、ノウハウの普
及と学校問題対応能力の向上を図る研
修を実施する。

児童生徒課

・本事業は、平成２２年度より運用を開始し、令和元
年度は、２件の案件について協議し、児童生徒課生
徒指導いじめ対策室を通じての相談であった。
・学校問題の未然防止・早期解決に資する若手教員
対象の研修を実施した。本研修では、学校問題対策
支援チーム専門家による「学校現場の危機管理（学
校問題解決対応能力の向上に向けて）」をテーマとし
た講演会を実施し、いじめ防止対策についても扱っ
た。
・学校の職員研修に学校問題解決支援対策事業の
担当職員を派遣する等、ノウハウの普及に努めてい
る。

・運用開始からこれまでに計４９件の案件について
協議し、学校等が単独で解決することが極めて困
難と判断された事案について、普段聞くことのでき
ない弁護士等の専門家に相談しながらその対応策
を検討し、解決に向けた指導助言を行うことで学校
や教育委員会等を支援している。解決に至るまで
の時間的な経過等は事案により様々であるが、本
事業の活用によって、以後、事案が終息に向かっ
ているという報告を受けている。
・希望研修「学校問題解決支援チームに学ぶ」を実
施し、専門家からの助言指導や事例研究等を通し
て、若手教員の学校問題解決対応能力の育成を
図るとともに、本事業の周知を行っている。令和元
年度のアンケート結果では、８７．０％の参加者か
ら「よかった」との回答があり、「いじめ、虐待に対す
る法的対応や発達障害の疑いのある子どもや保
保護者への対応について、専門家の知見を聞け、
とても有意義な研修だった。」　などの高い評価を
得た。
・引き続き、学校等が本事業を活用できるよう周知
に努める。

事業の活用に向けて
・手続きの一層の簡素化
・校長会、教頭・副校長会等、機会をとらえた繰り
返しの周知
・研修の充実　　等

事案の把握に向けて
・関係課等に向けた聞き取り調査の実施
・月次調査等によるより積極的な情報収集
・研修会を通じたニーズの把握　等
上記内容に努め、初期対応に遅れが出ることのな
いよう支援を継続していく。

再掲
11

スクール・サポーター制度

スクール・サポーターは、「小学校、中学
校、高等学校及び特別支援学校の児童
生徒を対象とした非行防止や立ち直り支
援、学校における児童生徒の安全の確
保」などを目的とし、主として、非行問題
等を抱える学校からの要請に基づいて
派遣し、「教職員に対する生徒指導や健
全育成に係る助言」、「学校が実施する
学校内外のパトロール活動への支援」な
ど、学校への支援活動を行っている。

県警本部

・学校派遣活動においては、２０校の中学校へスクー
ル・サポーターを派遣した（前年度比＋５校）ほか、
非行防止教室、学校訪問活動等の各種支援活動を
実施した。

・問題解決の長期化や小学校からの要請があるな
ど、学校からの派遣要請が増加しているため、いじ
め問題を含めた問題を抱えた学校への支援体制を
拡充する必要がある。

・関係部局の理解を得ながらスクール・サポー
ターの増員を図り、いじめ問題を含め問題を抱え
た学校への支援活動を行っていく。

10 ページ



令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的，評価の観点：「４　啓発」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）

22

いじめ防止対策等推進
事業（いじめ防止対策
等に関する啓発資料作
成）

いじめ問題に関する県の取組及び具体
的な事例に基づく対応、関係機関との連
携等について学校現場での利用を想定
した啓発資料を作成し配付する。また、
家庭での子どもの見守りのポイントや相
談機関の一覧等を示した保護者向け啓
発資料及び、いじめの理解やいじめへの
対応、相談窓口等について記載した、児
童生徒向け啓発資料を作成し配付する。

児童生徒課

・平成27年度に作成した、いじめに対する考え方や、
相談窓口等について記載した、児童生徒向けの「い
じめ防止啓発カード」（名刺サイズ、カラー印刷、発達
段階に合わせた３種類）を改訂し、県内全ての国・
公・私立の小・中・高・特別支援学校（小・中学部）
（千葉市を除く。）の小学１、４年生、中学１年生に、
それぞれ必要な種類を配付した。
・平成30年度に改訂した，「保護者向けいじめ防止啓
発リーフレット」を，県内の国公私立の小・特別支援
学校（小学部）に配付した。
・また，同年度に作成した，発達段階に合わせた３種
類の「児童生徒向けいじめ防止啓発リーフレット」を，
県内全ての国公私立の小・中・特別支援学校（小・中
学部）小学１、４年生、中学１年生に配付した。（いず
れも令和元年度入学・進級児童生徒・保護者用）

・「いじめ防止啓発カード」は、表面では「いじめは
絶対に許さない」という強い決意と、いじめに対す
る「４つの勇気（はなす勇気、やめる勇気、とめる勇
気、みとめる勇気）」を示し、いじめに悩む子供たち
に語りかけるとともに、加害者・傍観者にならない
よう呼びかけており、裏面では「一人で悩まないで」
と呼びかけて、主な相談窓口の電話番号等を紹介
している。名刺サイズのカードを全ての子供たちに
配付し、常時携帯してもらうことにより、必要なとき
にいつでもいじめについて考えたり、相談窓口が分
かることによる効果が期待できる。
・教職員向け指導資料集、教職員・保護者向け及
び児童生徒向け啓発リーフレット、児童生徒向け啓
発カードのいずれも、有効に活用してもらうため、
今後も継続して様々な機会に広報し、周知を図っ
ていく必要がある。
・教職員向けリーフレットを配付することで、いじめ
防止基本方針の周知を図ることができた。

・各種会議や連絡協議会等での指導・啓発資料に
ついての広報、各種研修での指導・啓発資料の
活用、活用例の紹介など様々な機会を通して、効
果的に活用されるよう努めたい。
・令和元年度、見直した防止啓発カードのデザイ
ンに、これまでの相談窓口の周知と共に、令和元
年度より開設したSNS相談のQRコードを掲載する
ことで、より多くの相談先の周知できるようにす
る。配付対象は、小学1年、4年、中学校1年生と
し、配付時期は夏休み前とすることで、夏季休業
中の相談したい気持ちにも対応できるようにした
い。
・令和2年度に入学・進級する児童生徒用に「児童
生徒向けいじめ防止啓発リーフレット」を増刷して
配付する。
・令和2年度入学する小学校１年生の保護者用に
「保護者向けいじめ防止啓発リーフレット」を増刷
して配付する。

23
「学校から発信する家
庭教育支援プログラ
ム」活用推進事業

「子どもとの会話や過ごし方」「心の成長」
「いじめ」等について、親としての気付き
を促す家庭教育支援資料の活用を促進
し、自主的な学習機会への参加が難しい
家庭や子どもの教育に関心の低い家
庭、子育てに悩む家庭など、すべての家
庭の教育力向上を図る。県内の公私立
保育所、幼稚園、小学校、中学校、特別
支援学校、及び公立高等学校等を通じ
て、各家庭に家庭教育支援資料を配布し
たり、学級懇談会での講義資料としたり
するなどの有効的な活用を促進する。

生涯学習課

○「学校から発信する家庭教育支援プログラム」の
活用推進
・いじめ問題の対策として、子供の変化チェックポイ
ン等を収録した「いじめ」（小学校編）を、ネットいじめ
については、「スマートフォンの使用」(小・中学校編)
を活用してもらうことで、子供たちがいじめの加害者
にも被害者にもならないよう啓発している。
・年度当初に、本プログラムを学校便りやＰＴＡ活動
等で活用促進するように市町村教育委員会等に依
頼するとともに、啓発用ポスターの掲示についても依
頼する。
・１１月第３日曜日の「家族の日」とその前後の「家族
の週間」にあわせ、本プログラムの中から、特に「親
子のコミュニケーション」や「子どもとの会話や過ごし
方」等について活用するよう、幼稚園・保育所・小学
校・中学校等に依頼する。

・学年だよりや保護者会の資料作成に本プログラ
ムが活用された。
・より多くの教職員が年間を通じて活用できるよ
うに周知する時期などを工夫する必要がある。
・スマートフォン・携帯電話などの使用については、
社会や家庭における使い方が変化するので、適時
見直しを検討する必要がある。

・次年度も引き続き活用の促進に努め、より多くの
教職員が年間を通じて手軽に活用できるよう、活
用例を掲載した職員室掲示用チラシを作成し、各
学校に送付する。
・本プログラムの内容について適宜見直しを図っ
ていく。

24
ウェブサイト「親力アッ
プいきいき子育て広
場」事業

生活習慣や学習習慣など、家庭で直面
する問題への知識や手立てをウェブサイ
トに掲載し、家庭の教育力向上を図る。
具体的には、家庭でいじめの予兆に気付
くためのポイントやいじめを発見した際の
子どもへの関わり方等を掲載した「子育
て豆知識」の他、子育て失敗談、家庭学
習、不登校、進路などについて、子どもの
発達段階に応じた関わり方をインター
ネットで発信。スマートフォン・携帯電話
からも利用できる。教育庁内の関係課や
知事部局の子育て支援に係る課と連携
して情報提供を行う。

生涯学習課

○ウェブサイト「親力アップいきいき子育て広場」の
運営
・子育てや家庭教育に関する情報を広く掲載してい
る。
・本ウェブサイトの周知を図るため、啓発チラシを作
成し、各教育事務所の社会教育主事経由で学校の
担当者等に配布する。
・携帯電話やスマートフォンの安全な使用に関する
知識や危険性について啓発する外部サイトを紹介し
ている。

・家庭教育支援や子育てに係る情報を県民に提供
するため、定期的に情報の更新を図った。
令和元年度のホームページの更新件数は４２件で
あった。
・市町村や各種団体や保護者へ、サイトの周知に
努める必要がある。

・次年度も引き続き、家庭教育推進委員会をとお
して、家庭教育にかかる関係各課の取組や情報
の収集・共有化を図るとともに、外部コンテンツ等
へのリンクを含め、家庭教育に関連する各種取組
をウェブサイトから発信する。
・保護者への周知について、家庭教育リーフレット
に紹介記事を掲載して一層の周知を図る。
・市町村で家庭教育に関する相談を担当している
方々が参加する研修講座において、本ウェブサイ
トを周知する。

施策・事業等の名
称

事業概要 担当課
施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価
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令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的，評価の観点：「４　啓発」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）
施策・事業等の名

称
事業概要 担当課

施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価

25
人権啓発活動推進事
業

児童・生徒の学校におけるいじめ、及び
それを原因とした自殺が発生しており、
県としても人権啓発の観点から早急な対
応が必要と考え、国（千葉地方法務局）
等関係機関と連携を図り、人権啓発ビデ
オの貸出し、人権問題講師紹介事業、ス
ポーツ組織と連携・協力した啓発活動等
を実施している。

健康福祉
   政策課

・県内小・中・高等学校等への啓発ＤＶＤの貸出し：
貸出件数42件（視聴人数6,499名）

・人権問題研修会支援事業：・学校等への講師紹介
実績　 16件（参加人数5,418名）

・スポーツ組織と連携・協力した啓発活動
　・スタジアム啓発の実施（ジェフユナイテッド市原・
千葉）
　　日時：令和元年9月14日(土）
　　場所：フクダ電子アリーナ
　　内容：啓発グッズの配布等
　・ポスターの作成・配布
　　配布先：県内小・中・高等学校等
　　配布数：5,000枚
　　内容：ジェフユナイテッド市原・千葉と連携し、いじ
めゼロ宣言みんなで「人権サポーターになろう。」の
メッセージとともに、相談連絡先の周知を図った。

・人権週間を中心にいじめをテーマとしたＤＶＤの
貸出しにより、学校等においてＤＶＤを効果的に活
用した啓発活動が行われた。
・ネットいじめに関しては、携帯端末の機器更新や
SNS等の手法の多様化が日々進んでおり、ＤＶＤ
の内容と実態とに齟齬が生じやすい。

・講師を紹介することにより、学校等における効果
的な研修会・講演会等の実施に繋がった。

・ポスターには、24時間子供SOSダイヤル及び子ど
もの人権110番（法務局）を掲載し、県内各小・中・
高校等に３枚配布した。配布先におけるアンケート
では、「今後もポスター配布を積極的に行った方が
よい」（約54％）、「興味を持って見ることができ、連
絡先を知るきっかけとなった」等の意見が寄せられ
た。
・新たに小さいサイズのポスターも配付した結果、
小さいポスターを再送してほしいとの意見があっ
た。

・啓発ＤＶＤに関しては、随時ライブラリーの更新
を検討する。
・学校等の配布先の意見を聞きながら、ポスター
のサイズやデザインについて検討する。

26

子ども・若者育成支援
事業
（子ども・若者のための
相談・支援機関ガイド
作成、配布）

困難を有する若者を適切な支援に結び
付けるため、ライトハウスちば及び各支
援機関を紹介したリーフレット、ポスター
を各支援機関・学校等において配付す
る。

県民生活・
文化課

・「ライトハウスちば」のリーフレット・ポスターや「子ど
も・若者のための相談・支援機関ガイドを配付し、市
町村や学校、各種支援機関等に活用や配付を依頼
した。

・困難を有する若者やその支援者に必要な情報が
伝わるよう、効果的な広報・啓発をしていく必要が
ある。

・市町村や学校、各支援機関の意見を聞きなが
ら、配付先の検討などを行い、より効果的な広報・
啓発に努めていく。

27

青少年総合対策本部
事業
（青少年を健全に育て
る運動ポスター作成・
配布）

青少年の健全育成を目的として、国・県
関係機関及び市町村等と連携してポス
ターの掲示等により啓発活動を行う。

県民生活・
文化課

・県内の青少年相談機関が掲載された、本運動を周
知するためのポスターを2,500部作成し、相談機関や
教育機関などに対して配布を行った。
・ホームページによる広報や市町村等を通じた運動
の周知に努めた。

・広く関係機関などに対して啓発することができた。
今後も効果的な広報・啓発をしていく必要がある。

・少年の規範意識の向上は、犯罪の抑止のみな
らず、いじめを防止する上で大きな効果が期待で
きることから、学校の理解と協力を得て、今後とも
積極的に実施する。

28 非行防止教室

非行防止教室は、児童生徒の規範意識
の向上や犯罪被害等の未然防止を目的
として、小・中・高校生等を対象に学校関
係者の理解と協力を得て、少年補導専門
員などの警察職員を派遣し、教材を使用
して開催している教室であり、児童生徒
の規範意識のより一層の醸成を図ってい
る。

県警本部

令和元年年中において、３６４回開催した。
（前年比-２４回）。

・少年を巡る問題は、凶悪・悪質な事件の発生やい
じめ問題など、加害と被害の両面において、深刻な
状況にあることから、少年の規範意識の向上が一
層求められている。

・少年の規範意識の向上は、犯罪の抑止のみな
らず、いじめを防止する上で大きな効果が期待で
きることから、学校の理解と協力を得て、今後とも
積極的に実施する。

29

学校人権教育指導資
料の配付（第40集）
大切な自分大切なあ
なたの発行配付

指導資料が校内研修等で活用されるこ
とで、一人一人の公立学校教員の人権
意識を涵養し、全ての教育活動を人権
教育と言う視点で見直してもらう。そ
して一人一人の児童生徒が，発達段階
に応じ，人権の意義・内容等について
理解するとともに，自身と他者の人権
を尊重し、それを実行できるようにな
ることにつなげる。

児童生徒課
人権教育班

・平成27年度より、県内公立・幼・小・中・
高・特別支援学校・義務教育学校の全ての教員
に配付（45000部）するとともにＨＰに掲載して
いる。
・内容は、千葉県学校人権教育の推進目標・重
点事項、参加体験型学習の手法、人権意識確認
チェックシート、様々な人権課題、などを掲載
している。５年を１サイクルとして、掲載内容
を変えてきたので、５年分まとめて活用するこ
とで、各種人権課題、人権教育の手法について
俯瞰することができ、多くの学校の校内研修で
活用されている。

・リーフレットの活用状況については、毎年実
施している実態調査によると、80％を超える活
用が確認されている。
・人権教育班が所管する各種研修と併せ、一人
一人の教員・児童生徒の人権意識の涵養が図ら
れ、いじめは許されないという意識の醸成にも
つながっていると考えられる。
・リーフレットであるため、紙数が限られ、各
種人権課題について具体的方策を掲載できない
という問題がある。

・令和２年度も、指導資料第41集を作成し配
付する予定である。
・特定の人権課題について深く扱い、10年計
画程度で各種人権課題を網羅することも検討
する。
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令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的，評価の観点：「４　啓発」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）
施策・事業等の名

称
事業概要 担当課

施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価

新35 教育広報

県教育委員会が所管している広報媒体
を活用し、県教育委員会が行っているい
じめ防止のための取り組みを紹介し、広
く県民に対し周知を図る。

教育政策課

・夢気球vol.58（６月号）及び県教委ニュース（７月号
－１）に夏休み期間中のLINEを活用したSNS相談窓
口（そっと悩みを相談してね～SNS相談＠ちば２０１９
～）を開設することを掲載した。
・県教委ニュース（７月号－２）に令和元年７月に県
教育委員会と県弁護士会が協定書を取り交わし、ス
クールロイヤー活用事業を開始することとその事業
内容について掲載した。
・県教委ニュース（３月号）に令和２年１月に開かれた
「令和元年度全国いじめ問題子供サミット」に県内各
地から選抜された中学生６名が参加して発表を行っ
たことや参加生徒の感想等を掲載した。

・夢気球は、県内の小・中・高・特別支援学校を通し
全ての児童生徒の家庭に配付している。また、県
内の公共施設である図書館、公民館等にも配布し
県民に広く周知を図っている。
・県教委ニュースは、毎月県教育委員会のホーム
ページにアップするとともに、県立学校及び県立教
育機関にメール等を活用して周知している。併せ
て、市町村教育委員会にも各学校への配信を依頼
し教職員に周知している。
・いずれも広報媒体としては、規模が大きく、特に
夢気球は、児童生徒の全家庭に届けるものであ
り、事業への理解を深める上で効果があったと考
える。

・今後も教育委員会が持っている広報チャンネル
を活用して、県のいじめ防止の取り組みや学校で
の先進的な取り組み事例を児童生徒や県民へ周
知するよう努めていく。
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令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的，評価の観点：「５　ネットいじめ対策」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）

県民生活・
文化課

・ネット監視員を２名配置し、県内中学校、義務教育
学校、高等学校、特別支援学校等の生徒の問題の
ある書き込みを監視している。特に問題があるもの
については、教育委員会、警察等に連絡し、書き込
みの削除を含めた生徒への指導を依頼した。（元年
度実施状況：問題のある書き込みをした生徒の総数
2,549人、そのうち特に問題のある書き込み49件）
・学校等の要請に応じ、児童・生徒、保護者、学校関
係者に向けてネットいじめ防止対策の内容を含む、
講演を実施するなど、インターネットの適正利用につ
いて啓発を図った。（元年度実績：39回、参加者
13,538名）また、啓発内容をまとめたリーフレットを２
５，０００部作成し、受講者等に配付し、講演で活用し
た。

・関係機関と連携を図り、特に問題のある書き込み
を発見した場合、確実に情報提供した。
・ネットパトロールの事例や県で実施したＳＮＳ意識
調査結果等身近な事例や予防方法、相談窓口等
を講演内容に盛り込むことで、インターネット適正
利用について、参加者の意識を高めた。
・青少年のスマホ利用の低年齢化、フィルタリング
利用率の低下を踏まえ、講演対象に応じた講演内
容と提示方法を検討する必要がある。また、ＳＮＳ
等における書き込みがどのような場合問題になる
かを児童生徒に十分啓発する必要がある。

・ネットパトロールが外部の委託にしたことにより、
より専門的な検索によるネットパトロールに加え、
誹謗中傷等に対する削除支援など本事業の機能
強化を図る。
・感染症予防等休校などにより、青少年のネット利
用が増加が要因とするネットトラブルを想定し、啓
発する。

児童生徒課

・県民生活・文化課からの情報提供を受けて該当の
県立学校に情報提供し、当該生徒への確認、書き込
みの削除、トラブル・問題行動への対応・指導、保護
者への連絡、生徒への心のケアなど、適切な対応を
依頼している。
・児童生徒課は学校に、情報提供を行った案件につ
いて対応後に情報提供するように求めており、対応
法について学校の相談に乗ったり、必要に応じて指
導・助言したりした。

・高校生による不適切、不用意な書き込みなど、特
に問題のある書き込み（学校に通報が必要な書き
込み）等については、減少傾向である。
・引き続きＳＮＳの利用にあたって、危機意識が薄
いため、情報モラル教育の更なる充実が喫緊の課
題である。

・いじめ問題対策連絡協議会担当者会議ネットい
じめ対策専門部会において引き続き対応策を検
討する予定である。
・「情報モラル講習会への講師派遣事業」により、
小・中・義務教育・高等学校及び特別支援学校等
で行われる教員研修等に講師を派遣し、情報モラ
ル教育の充実を図る。

学事課

・私立中学校・高等学校に係るネットパトロールの情
報について、当該校に注意喚起と指導を依頼するこ
とが主な業務である。当該校の管理職に一報を入
れ、内容の確認を依頼するとともに、削除依頼を含
めた指導を依頼している。
・学校の指導により、状況の沈静化が図れていると
思われる。

　 ・ＳＮＳの利用が低年齢化していることを踏まえ、
指導する側の教職員向けの研修の推進に向けた
働きかけを進めていく。

31

青少年非行防止対策事
業
（非行防止リーフレットの
作成・配布）

 非行防止に対する心構えや相談機関の
案内等を記したリーフレットを作成し、小
学5年生の保護者、新中学生の保護者及
び新高校生に配付することにより、非行防
止等の啓発を図る。

県民生活・
文化課

・ネットいじめを含むインターネットに潜む危険に対す
る情報が掲載された非行防止リーフレットを小学5年
生の保護者及び新中学生の保護者に対して66,000
部、新高校生に対して60,000部を作成・配付した。

 ・必要に応じ関係機関を含め配付できた。インター
ネット利用者の低年齢化も踏まえ、インターネットに
潜む危険に直面する恐れのある小学5年生の保護
者、新中学生の保護者及び新高校生に対し必要な
情報が伝わるよう、今後も効果的な広報・啓発をし
ていく必要がある 。

 ・市町村や学校、各関係機関の意見等を参考
に、より効果的な広報・啓発に努めていく。
 ・ネットいじめ等のインターネットトラブルについて
より啓発の強化を図るため、新中学生版及び新
高校生版において増頁を行う。

いじめ防止対策等推進
事業（千葉県いじめ問題
対策連絡協議会の開
催）

学校、教育委員会、児童相談所、法務局
又は地方法務局、都道府県警察その他
の関係者により構成する協議会を設置
し、いじめの防止等に関係する機関及び
団体の連携を図る。

児童生徒課

・千葉県教育庁及び知事部局の関係各課、市町村
教育委員会、児童相談所、千葉地方法務局、県警察
本部等の機関、弁護士、医師、心理や福祉の専門家
の職能団体等、４４の機関・団体の代表者及び会長
（千葉県教育委員会教育長）をもって構成された連
絡協議会を令和元年８月９日に開催し、各機関等に
よるいじめ防止対策等、有意義な情報交換、意見交
換が行われた。またネットいじめ対策について協議し
た。
・担当者会議に設置した、ネット関係の機関等による
「ネットいじめ対策専門部会」を、令和元年５月１７日
及び同７月２日に開催してネットいじめ対策について
協議し、本協議会において報告を行った。その後、
令和２年１月１６日に３回目を開催し、令和元年度の
各機関等の取組予定等について情報交換した。

・会議では、各機関等がそれぞれのいじめ防止対
策を認識し合うことができ、今後のより円滑な連携
の在り方について確認することができた。また、
ネットいじめについて関係機関から説明があり、現
状を共有することができた。その他、協議の中で
は、ＳＮＳ相談についての質問があり、ツールにつ
いての共有と周知をするｌことができた。
・参加機関等が４４と多いため、事前に各機関等の
取組をまとめた資料を作成することにより、会議の
効率化を図ることができた。
・いじめ問題の背景にある、学校の教職員の専門
性では対応しきれない様々な複雑な要因に、関係
各機関等が連携協力して対応するための、より実
効性のある協議会にしていくことが今後の継続した
課題である。
・ネットいじめに対する各機関・団体の取組につい
て、ホームページ等で周知した。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症予防
の視点から７月２７日にメールにて「いじめ問題対
策連絡協議会」を開催する。また、令和２年度も引
き続き複数回「ネットいじめ専門部会」を行い、ネッ
トいじめ対策について協議する。本連絡協議会で
は、メールにて情報交換を行い、各機関・団体の
連携を図っていく予定。
・参加機関等の取組については、事前に資料にま
とめるだけでなく配付することによって、効率化に
努める。
・今年度については、コロナいじめに対する各機
関・団体の取組についても共有を図る。

30
青少年ネット被害防止対
策事業（ネットパトロー
ル）

県内全ての中学校、義務教育学校、高等
学校、特別支援学校等の生徒が行ってい
るＳＮＳなどについて監視し，特に問題の
ある書き込みを発見した場合に、教育委
員会等関係機関に連絡をし、削除等の指
導を依頼する。

施策・事業等の名称 事業概要 担当課
施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価
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令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的，評価の観点：「５　ネットいじめ対策」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）
施策・事業等の名称 事業概要 担当課

施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価

（総合教育センターの研修事業）
・初任者研修、経験者研修、新任校長研
修、新任教頭研修、教務主任研修等でい
じめの問題を扱っている。
・中堅教員サポート塾という研修事業で、
「いじめ対応について」という主題で研修
を行っている。
・初任者研修や教育情報化推進リーダー
養成研修で情報モラルについての研修を
行い、メディア教育指導者研修等でもSNS
によるトラブル事例やネットいじめ防止に
ついて扱っている。

総合教育セ
ンター

・いじめ防止について取り上げた研修は２４事業であ
り、研修参加者は５，６０５名であった。その中で、い
じめに特化した研修が実施されたのは１７事業であ
り、研修参加者は３，５４２名であった。初任研、５年
研等のライフステージ研修に加え、新任校長研、新
任教頭研及び教務主任研修で、いじめに特化した研
修を取り入れ、各層で経験に応じた研修に努めた。
具体的にはいじめへの対応、未然防止、人間関係づ
くり等の講話・協議・事例演習を行った。
・学校運営の中核を担うミドルリーダーとしての資
質、能力の向上を図るために実施している休日開放
事業では、令和元年度もいじめ対応についての研修
を行った。
・学校支援事業（情報モラル関係）として、県内小学
校の研修会講師として児童・生徒、教職員、保護者
219名に指導助言を行った。
・情報モラル研修は初任研の対象者全員に対し、
SNS利用で気を付けることなどをテーマに教材を利
用した実践的な研修を実施した。また，教育情報化
推進リーダー研修やメディア教育指導者研修でも項
目として取り上げた。

・いじめ対応の研修参加者の前期層（経験１年～１
０年）の教員の割合は約８０％を占めている。学級
担任として、広くいじめを見抜く力量を高める視点
での研修により、いじめの早期発見に成果を挙げ
ることができている。研修成果を校内研修等の場を
活用して周知し、共有していくことが必要である。
・研修後に、「組織として対応することや未然防止
の大切さがわかった」などの声が多く寄せられ、い
じめの未然防止の大切さ、いじめ対応の仕方など
の理解へとつながった。
・ネットいじめ防止については、平成２８年度調査研
究事業として、「生活を豊かにするSNS利用に関す
る指導法の研究」でSNS提示ツールを開発し、授業
での活用を進めるための指導モデルプランや利用
教材などを含めたパッケージとして総合教育セン
ターのウェブサイトからダウンロードして利用ができ
る状態になっている。

・アンケート結果から、講義形式と併せて実践事
例を中心としたグループ討議を入れた演習等を多
く取り入れていくことにより、研修全体の質の向上
を図っていく。　特に後期層の研修参加者には、
広く保護者や地域で研修内容を還元していくよう
に周知し、いじめ防止への取組を強化していく。
・教職経験６年目までの若手教員を対象にした研
修事業から教職経験７年から２０年までの中堅、
ベテラン教員を対象にした研修事業で、いじめ問
題に関する内容の研修を取り上げ、いじめ防止の
取組の充実、教職員の指導力の向上を図ってい
く。
・平成２８年度の「SNS利用に関する指導モデルプ
ラン」（「SNS提示ツール」など利用教材などを含め
たパッケージ）として総合教育センターのウェブサ
イトからダウンロードして利用ができる状態になっ
ている。今後は、更なる活用を目指し、周知、共有
していくことが必要である。

（子どもと親のサポートセンターの研修事
業）
生徒指導リーダー育成研修や教育相談
基礎研修・上級研修・教育相談コーディ
ネーター養成研修において、いじめ問題
をテーマに具体的な事例検討を行うなど
の研修を実施している。

子どもと親
のサポート
センター

・いじめを予防する手立てとして、構成的グループエ
ンカウンター等を学ぶ機会を設定し、学校現場での
集団づくりに役立つ研修を実施した。
・いじめが起こってからの事後対応を学ぶだけでは
なく、いじめを未然に防ぐことに重きを置いた研修内
容を実施した。
・いじめ防止対策推進法を生かす教育相談体制づく
りについての研修を実施した。

・より幅広い視点からいじめを理解できる研修を企
画した。
・いじめの構造について具体的な事例から学べる
研修を実施した。被害者や加害者のその後を追
い、それぞれの心境を手記を通して考える研修
は、受講者の学びとなった。

・問題解決型の研修内容から、開発・予防的な視
点での研修を増やし、担当者と講師の打ち合わせ
を綿密にしながら受講者のニーズにあった研修を
企画、運営する。

（いじめ防止対策研修会及び児童生徒の
自殺予防対策研修会）
いじめ問題の理解、いじめの未然防止、
早期発見、迅速かつ適切な対応について
の研修を実施するとともに、いじめ問題に
組織で対応するための資質の向上を図
る。また、いじめの未然防止や早期発見
に向けた有効な活動の実践例をもとに研
修を行い、いじめの重大事態を防止する
ために学校職員と連携した対応の在り方
を習得する。
児童生徒の自殺予防に必要な基礎的知
識の習得と理解を図るとともに、児童生徒
の自殺に係る事後対応について、適切な
対応に必要な知識の習得と理解を図り、
各学校において児童生徒の自殺予防対
策の推進者としての資質の向上を図る。

子どもと親
のサポート
センター

・令和元年度は、千葉市を除く公立の全小・中・義務
教育・高等・特別支援学校等の生徒指導担当の教
諭を対象に、県内６会場に分けて実施した。県の施
策説明、大学教授等の講演、さらに県スクールカウ
ンセラースーパーバイザーの話やいじめ問題に取り
組む先進校の発表等を行った。

・いじめ防止対策推進法や県いじめ防止対策推進
条例に基づく、学校での具体的な対策方法や危機
管理の在り方について、各学校のいじめ防止等の
対策として活躍が期待できる教育相談担当を対象
に説明する機会ができたことで、いじめを積極的に
認知し、早期に解決するという考え方を浸透させ
た。

・令和２年度は、５年間の研修が終了したいじめ
問題対策リーダー養成集中研修と合わせて、いじ
め問題に対処する力を育成するための後継研修
として、スクールロイヤーを講師として「いじめ・児
童虐待の法的対応」について学ぶ研修を組み込
む。

研修事業

再掲
１４
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令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的，評価の観点：「５　ネットいじめ対策」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）
施策・事業等の名称 事業概要 担当課

施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価

（いじめ問題対策リーダー養成集中研修）
各学校のいじめ問題への対応力を高める
ため、いじめの未然防止、早期発見、早
期の適切な対応について、必要な知識、
技術、マネジメント力を実践的な講義と演
習により育成し、問題の解決に向けた判
断力と行動力を発揮する指導者を集中的
に養成する。

子どもと親
のサポート
センター

・県立鴨川青年の家において，2泊3日の研修を実施
した。研修には、県内の小・中・高等・特別支援学校
の教員２３５名が参加し，いじめの未然防止、早期発
見、早期解決に関する講義や演習などを集中的に
行った。

・研修では、専門的な知見を有する大学教授等の
多彩な講師陣から講義を受け、その後、テーマをも
とに、班別協議を行う参加型の研修形態を重視し
た。
・宿泊の中で、異校種、他地域の教職員との交流
が図られた。
・班別協議の班編成や人数を工夫したことで、活発
な意見交換がなされ、協議も深まった。

・平成２７年度から５年間で、千葉市を除く全公立
小・中・義務教育・高等・特別支援学校の教職員
が参加した。令和元年度の研修をもって終了。
・令和２年度にむけて、いじめ防止対策研修会及
び児童生徒の自殺予防対策研修会と合わせた後
継研修を計画する。

再掲
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いじめ防止対策等推進
事業（いじめ防止対策等
に関する啓発資料作成）

いじめ問題に関する県の取組及び具体的
な事例に基づく対応、関係機関との連携
等について学校現場での利用を想定した
啓発資料を作成し配付する。また、家庭で
の子どもの見守りのポイントや相談機関
の一覧等を示した保護者向け啓発資料及
び、いじめの理解やいじめへの対応、相
談窓口等について記載した、児童生徒向
け啓発資料を作成し配付する。

児童生徒課

・平成27年度に作成した、いじめに対する考え方や、
相談窓口等について記載した、児童生徒向けの「い
じめ防止啓発カード」（名刺サイズ、カラー印刷、発達
段階に合わせた３種類）を改訂し、県内全ての国・
公・私立の小・中・高・特別支援学校（小・中学部）
（千葉市を除く。）の小学１、４年生、中学１年生に、
それぞれ必要な種類を配付した。
・平成30年度に改訂した，「保護者向けいじめ防止啓
発リーフレット」を，県内の国公私立の小・特別支援
学校（小学部）に配付した。
・また，同年度に作成した，発達段階に合わせた３種
類の「児童生徒向けいじめ防止啓発リーフレット」を，
県内全ての国公私立の小・中・特別支援学校（小・中
学部）小学１、４年生、中学１年生に配付した。（いず
れも令和元年度入学・進級児童生徒・保護者用）

・「いじめ防止啓発カード」は、表面では「いじめは
絶対に許さない」という強い決意と、いじめに対す
る「４つの勇気（はなす勇気、やめる勇気、とめる勇
気、みとめる勇気）」を示し、いじめに悩む子供たち
に語りかけるとともに、加害者・傍観者にならない
よう呼びかけており、裏面では「一人で悩まないで」
と呼びかけて、主な相談窓口の電話番号等を紹介
している。名刺サイズのカードを全ての子供たちに
配付し、常時携帯してもらうことにより、必要なとき
にいつでもいじめについて考えたり、相談窓口が分
かることによる効果が期待できる。
・教職員向け指導資料集、教職員・保護者向け及
び児童生徒向け啓発リーフレット、児童生徒向け啓
発カードのいずれも、有効に活用してもらうため、
今後も継続して様々な機会に広報し、周知を図っ
ていく必要がある。
・教職員向けリーフレットを配付することで、いじめ
防止基本方針の周知を図ることができた。

・各種会議や連絡協議会等での指導・啓発資料に
ついての広報、各種研修での指導・啓発資料の
活用、活用例の紹介など様々な機会を通して、効
果的に活用されるよう努めたい。
・令和元年度、見直した防止啓発カードのデザイ
ンに、これまでの相談窓口の周知と共に、令和元
年度より開設したSNS相談のQRコードを掲載する
ことで、より多くの相談先の周知できるようにす
る。配付対象は、小学1年、4年、中学校1年生と
し、配付時期は夏休み前とすることで、夏季休業
中の相談したい気持ちにも対応できるようにした
い。
・令和2年度に入学・進級する児童生徒用に「児童
生徒向けいじめ防止啓発リーフレット」を増刷して
配付する。
・令和2年度入学する小学校１年生の保護者用に
「保護者向けいじめ防止啓発リーフレット」を増刷
して配付する。

再掲
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非行防止教室

非行防止教室は、児童生徒の規範意識
の向上や犯罪被害等の未然防止を目的
として、小・中・高校生等を対象に学校関
係者の理解と協力を得て、少年補導専門
員などの警察職員を派遣し、教材を使用
して開催している教室であり、児童生徒の
規範意識のより一層の醸成を図ってい
る。

県警本部

令和元年年中において、３６４回開催した。
（前年比-２４回）。

・少年を巡る問題は、凶悪・悪質な事件の発生やい
じめ問題など、加害と被害の両面において、深刻な
状況にあることから、少年の規範意識の向上が一
層求められている。

・少年の規範意識の向上は、犯罪の抑止のみな
らず、いじめを防止する上で大きな効果が期待で
きることから、学校の理解と協力を得て、今後とも
積極的に実施する。
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令和元年度県が実施したいじめ防止のための対策関連事業評価一覧

施策・事業の目的，評価の観点：「６　調査研究」

実績 成果・課題（下線部） 今後の取組の方向性（改善策等）

32
いじめ防止対策等推進
事業（千葉県いじめ対
策調査会の開催）

大学の研究者、心理等の専門家などの
学識経験者からなる調査会であり「いじ
めの防止等に関する調査研究」「県が実
施するいじめの防止等の対策に関する審
議」「重大事態が県立学校に発生した場
合における、その事実の確認並びに調査
及び審査」を行う。

児童生徒課

・「千葉県いじめ防止対策推進条例」に基づき策定し
た「千葉県いじめ防止基本方針」により、県教育委員
会は、毎年、県が実施するいじめの防止等のため対
策の実施状況その他いじめの関する資料等を千葉
県いじめ対策調査会に提出し、いじめ防止等に関す
る調査研究及びいじめの防止等のための対策に関
する施策事業の点検評価を受けている。令和元年
度は、7月1１日実施。
・令和元年度は、県教育委員会が調査主体となって
行う重大事態が発生しなかったため、いじめ対策調
査会による事実の確認並びに調査及び審査は実施
していない。

・委員の方々の御自身の職務における業務のスケ
ジュールが過密なため，会議開催の日時の調整が
難しい。
・調査会当日は、時間が限られているため、一つ一
つの施策事業に関して十分な審議ができない面が
ある。
・学校主体の事案については、調査主体や調査の
進め方、報告書の内容等について意見を聴取して
いるが、発生件数が増えており、依頼する回数の
増加により委員の負担も増えている。

・調査会が開催される前に、各委員に事前に資料
を提出し、議論の課題を明確にしておくとともに、
調査会当日には、各事業担当者が出席し、効率
的に審議が進行するようにする。※本年度は各事
業担当者については不参加（電話で質疑対応）
・重大事態が発生の発生の増加、事案の複雑化
から，調査を行うことになることが考えられ，その
際は速やかに本調査会を開催できるように，委員
の招集等について迅速に対応をする。

33
児童生徒の問題行動
等生徒指導上の諸問
題に関する調査

児童生徒の生徒指導上の諸課題の現状
を把握し、今後の施策の推進を目的に毎
年実施されている文部科学省所管の統
計調査である。いじめの問題以外にも暴
力行為、不登校などについての調査も実
施しており、いじめ問題を考える上での基
礎資料となる。

児童生徒課

・県内の公立学校の調査結果を７月に文部科学省に
提出。１０月１７日の全国の結果公表に合わせて、千
葉県の結果を公表した。その後、各種会議や研修会
で、結果概要を伝えるとともに、本県のいじめ問題へ
の取組について説明を行った。また、各学校へ結果
の通知も行った。

・積極的ないじめの認知が進み，平成３０年度のい
じめの認知件数は、３９，４８２件となり、平成２９年
度の３５，８３３件より３，６４９件増加した。千葉県
公立学校の１０００人あたりの認知件数は、６９．３
件と全国平均（４０．９件）を大きく上回る結果となっ
た。
・平成２６年４月からのいじめ防止対策推進条例の
施行、同年８月の千葉県いじめ防止基本方針の策
定を受けて、県を挙げての取組が進む中、この調
査を分析することで、各学校のいじめ問題に対する
取組状況をより詳しく把握し各施策等に活かしてい
く。

・小学校、中学校、高等学校、特別支援学校それ
ぞれの課題の特徴、取組等の状況を調査・分析
することにより、学校現場における、いじめの防止
等のための対策のより一層の充実に資するととも
に、いじめの未然防止・早期発見・早期対応につ
なげていく。
・本調査のデータをもとに県内の現状を把握する
ことで、いじめ防止対策を推進し、スクールカウン
セラーやスクールソーシャルワーカー等の配置事
業についても充実させていく。

34
ＳＮＳを活用した相談事
業の実施に向けた調査
研究

高校生にとって身近なコミニケーション
ツールであるＳＮＳを活用した相談事業に
ついて、先行している他県や、県内の自
治体へ視察等により状況の確認をし、そ
の効果について検証をする。

児童生徒課

・７月２０日から９月３日まで、県内の国公立高校及
び特別支援学校の高等部に通学する全生徒を対象
に毎日１７時から２１時まで、LINEで相談できる窓口
の開設を行った。
・東京都、神奈川県、埼玉県、新潟県、三重県、大阪
府、千葉市と情報交換を行い、相談状況を確認する
とともに、事業担当者よりＳＮＳ相談の効果について
聞き取りを行った。
・指導主事会議や、ネットいじめ専門部会で外部有
識者を交え協議を行い、導入時の効果等を検証をし
た。

・県内全高校生１６万人を対象に実施し、7月には
登録するためにカードを配付し、７月２０日より９月
３日にかけて、ＳＮＳを相談を実施した。
・アカウントへの友達登録者数は、合計９２８人で、
相談受付件数は合計８６３件であった。
・令和元年度の実施状況を見て、令和2年度以降
の実施規模等を検討し、より効果の高い相談体制
の構築に努める。

・昨年度の成果より県内全中・高校生３０万人を対
象に年間を通して水曜日と日曜日の17時から21
時に実施し、長期休業の最終週から休業明けの
週には毎日開設する期間も設け、窓口を開設す
ることとなった。
・４月には各学校と境域機関にチラシを配布し、７
月にはカードの配付を行う予定である。

再掲
9
いじめ対策等生徒指導
推進事業

不登校児童生徒の早期発見・早期対応
をはじめ、より一層きめ細かな支援を行う
ため、教員や訪問相談担当教員・ＳＳＷ
の研修、教育相談研修等講師紹介事業
等を通して、学校・家庭・関係機関が緊密
に連携した支援の整備に係るネットワー
クづくりを行っている。

子どもと親
のサポート
センター

・「学校支援事業」としては、所員が学校に訪問し、事
例検討会等を行い、教職員の資質・力量の向上を
図った。教育相談ネットワーク連絡協議会では、事例
検討会等を通して地域における効果的な関係機関
の連携強化を図った。
・子どもと親のサポートセンターにおいて、不登校の
子供に対して、異年齢によるグループ活動により社
会性を高める「サポート広場」等を実施し、社会的自
立に向けた支援をするとともに、保護者に対しては、
発達に即した子供の理解を深め効果的な支援の在
り方を考える懇談会やセミナーを開催した。

・「学校支援事業」においては、教職員の資質・力
量の向上に努め、効果を上げている。相談内容と
して、福祉的な対応や特別支援を必要とする事例
が増加している。
・子どもと親のサポートセンターで開催する事業は
参加者から良い評価を得ている。しかし遠方の子
供や保護者は参加しにくいとの声がある。

・今後は、県内各地で児童生徒や保護者を支援で
きる体制づくりと、市町村教育委員会等との連携
を更に充実させる。
・福祉関係機関（児童相談所・市町村福祉担当課
等）とのネットワークの構築や、総合教育センター
特別支援教育部との連携支援を充実させる。
・「進路選択サポートセミナー」の地域開催の充実
を図り、進路選択に関する情報発信の場を広げ
る。

施策・事業等の名称 事業概要 担当課
施策・事業の目的，評価の観点に基づく自己評価
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